






























































































1 グループにおいては、この 10 年間で研究開発費に占める外部資金の割合が 12%ポイント上昇し、2011
年度には 52%となっていることが明らかになっている。 
このバランスの変化の結果、2005 年頃と比べて内部資金で雇用される任期無の研究者数が減少し、
外部資金で雇用される任期付の研究者数が増加しているとの認識が、NISTEP 定点調査 2013 の深掘調
                                              
1 NISTEP定点調査では、大学の規模別の状況を把握するために、大学グループ別の分析を行っている。規模を表す指
標として日本国内における論文シェアに注目し、NISTEP Report No. 122 「日本の大学に関するシステム分析」(2009年 3
月、科学技術政策研究所)にもとづき、グループ分けを行っている。日本国内の論文シェア(2005年～2007年)が、5%以上
の大学を第 1グループ(4大学)、１%以上～５%未満の大学を第 2グループ(13大学)、0.5%以上～１%未満の大学を第 3グル












































































概要図表 1 NISTEP 定点調査ワークショップ論点集約マップ（個別の研究者の外部資金獲得） 











































































































加している第 1 グループにおいて顕著である。また、NISTEP 定点調査 2013 では、第 1 グループにおい
て基礎研究の多様性が不充分であるとの認識が、大きく高まっている。この状況を打破するために、若手
研究者へ研究に集中できる環境を提供する試みを行っている大学も見られた。 
概要図表 4 NISTEP 定点調査ワークショップ論点集約マップ（研究の多様性） 
  
これまでに述べてきた変化は、直接的、間接的に大学教員の活動内容に変化を及ぼす。この他にも、
大学病院の経営改善、大学教育の質の保証・向上への対応なども大学教員の活動内容に変化をもたら
すであろう。実際の状況はさらに複雑であり、さまざまな要因が入り組んでいると考えられる。また、システ
ムが競争的環境に移行したことで、一層の活躍を見せている教員も多数いると考えられる。しかしながら、
単純化したマップの範囲でみても、若手研究者の雇用の不安定化、教員の研究時間の減少を招くような
形で、マクロにはシステムが動いているように見える。ここで示したマップは、それぞれが仮説であり、他の
マップもあり得る。いずれにしても、このような俯瞰的な状況の把握を踏まえたうえで、施策間の相乗効果
が生まれるような施策の展開が必要であろう。 
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